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1.1. はじめにはじめに

平成平成1616年年1010月月2323日，最大震度日，最大震度77，，M6.8M6.8のの直下型地震直下型地震
“平成“平成1616年新潟県中越地震年新潟県中越地震””が発生しが発生し，，各種インフ各種インフ
ラ施設に大きな被害ラ施設に大きな被害をもたらしたをもたらした。。

特徴的な特徴的な被災形態被災形態の一つとして，の一つとして，局所的な液状化局所的な液状化
によるによる下水道マンホールの浮き上がり下水道マンホールの浮き上がり現象現象が挙げが挙げ
られる。られる。

マンホールに浮き上がりが生じると，下水道本来のマンホールに浮き上がりが生じると，下水道本来の
汚水の流下能力を失い，中・長期的な復興の汚水の流下能力を失い，中・長期的な復興の支障支障
になるばかりではなく，被災直後に最も重要となるになるばかりではなく，被災直後に最も重要となる
緊急輸送緊急輸送の妨げとなる。の妨げとなる。

このため，マンホールの浮き上がりこのため，マンホールの浮き上がり対策は対策は，防災上，防災上
のの大きな課題の一つである。大きな課題の一つである。



図図1.11.1 代表的なマンホール被災状況代表的なマンホール被災状況
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2.2. マンホールの特徴マンホールの特徴
2.12.1 構造上の特徴構造上の特徴

図図2.12.1 組立組立11号人孔の構造例号人孔の構造例



マンホールの深さと地下水位の高さにもよるマンホールの深さと地下水位の高さにもよる
が，自重だけでは浮力に耐えることができなが，自重だけでは浮力に耐えることができな
い構造である。い構造である。

マンホール自体ではなく，接合されている管マンホール自体ではなく，接合されている管
渠が構造的な弱点となる。渠が構造的な弱点となる。

・土被りを持たない縦長の中空構造物である。・土被りを持たない縦長の中空構造物である。

・専用の器具を使わないと蓋が開かず，圧力を・専用の器具を使わないと蓋が開かず，圧力を
受けても密閉された状態を保つ。受けても密閉された状態を保つ。

・自分より強度の低い小口径の管渠と接合され・自分より強度の低い小口径の管渠と接合され
ている。ている。



図図2.22.2 浮き上がりに対する安全率浮き上がりに対する安全率
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2.2. マンホールの特徴マンホールの特徴
2.22.2 施工上の特徴施工上の特徴

図図2.32.3 施工状況（上）施工状況（上）
図図2.42.4 管渠接合部（右）管渠接合部（右）



長期間，掘削された状態にしておくことは，工長期間，掘削された状態にしておくことは，工
期的にも交通確保の観点からも難しい。期的にも交通確保の観点からも難しい。

埋め戻しは狭い作業空間内での作業であり，埋め戻しは狭い作業空間内での作業であり，
また複雑な形状の埋め戻しとなる。また複雑な形状の埋め戻しとなる。

・主に市町村が発注者の比較的短期間かつ小・主に市町村が発注者の比較的短期間かつ小
規模な工事である場合が多い。規模な工事である場合が多い。

・一般に道路下に開削工法で施工されるが，長・一般に道路下に開削工法で施工されるが，長
期間通行止めにすることは幹線道路であって期間通行止めにすることは幹線道路であって
も生活道路であっても難しい。も生活道路であっても難しい。

・・1.51.5ｍｍ××1.51.5ｍ～ｍ～22ｍｍ××22ｍ程度の狭い掘削範囲ｍ程度の狭い掘削範囲
の中に外形約の中に外形約11ｍのマンホールが設置される。ｍのマンホールが設置される。



3.3. 対策工法の検討対策工法の検討

マンホールの浮き上がり対策のためには，局マンホールの浮き上がり対策のためには，局
所的な液状化を発生させないことが必要。所的な液状化を発生させないことが必要。

Box.CBox.C構造における構造における代表的な液状化対策とし代表的な液状化対策とし
て，て，埋め戻し土の締め固め増加，埋め戻し土の締め固め増加，グラベル材グラベル材
による埋め戻しによる埋め戻し，，セメント系固化材による地盤セメント系固化材による地盤
改良などの工法が挙げられる。改良などの工法が挙げられる。

マンホールの場合には，マンホールの場合には，構造上，施工上の特構造上，施工上の特
徴から，単純にこれらの工法を用いると，問徴から，単純にこれらの工法を用いると，問
題が発生する可能性がある。題が発生する可能性がある。



下層を土の下層を土のうう詰めして埋め戻す工法詰めして埋め戻す工法が対策が対策
効果，及び施行管理の両面で有効であると効果，及び施行管理の両面で有効であると
考えられる。考えられる。

土のうが土粒子を物理的に拘束し液状化を土のうが土粒子を物理的に拘束し液状化を
抑制することで，マンホールの浮き上がり防抑制することで，マンホールの浮き上がり防
止効果が期待できる。止効果が期待できる。

以上の問題に対して，以上の問題に対して，



基礎材

マンホール

掘削底面

下水管渠

舗装工

砕石(C-80など)

土のう
(内部は砂材）

補強材

補強材

ボルト

プレート

マンホール側壁

工場製作時に予め
インサート金具を埋設

平面図

側面図

補強材

プレート

マンホール側壁

インサート金具

ボルト

図図3.3.11 土のうを用いた対策工法土のうを用いた対策工法



図図3.23.2 土のうを用いた対策工法イメージ土のうを用いた対策工法イメージCGCG



4.4. おわりにおわりに

対策工法を，下水道工事の一般的な工法に落とし対策工法を，下水道工事の一般的な工法に落とし
込むためには，特別な材料，重機，仮設備を必要と込むためには，特別な材料，重機，仮設備を必要と
せず，短い工期内で完結できる工法が望ましい。せず，短い工期内で完結できる工法が望ましい。

このような観点から，土木資材として広く流通していこのような観点から，土木資材として広く流通してい
る土のうを用い，短い工期で施工可能な本工法は，る土のうを用い，短い工期で施工可能な本工法は，
対策工法の一つと成りうると考えている。対策工法の一つと成りうると考えている。

但し，地震時における土の但し，地震時における土のうう相互の挙動など，不明相互の挙動など，不明
な点もあるため，実用化にあたっては模型実験等にな点もあるため，実用化にあたっては模型実験等に
よる確認が必要となる。よる確認が必要となる。

また，安価で可搬性のある土のまた，安価で可搬性のある土のうう製造機の普及も製造機の普及も
普及にあたっての課題である。普及にあたっての課題である。


